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  今回対象としたのは倉敷市であるが、倉敷市は 2005 年で人口が約 47 万人で岡山県の県庁所在









総社市もまた岡山市への通勤者数が多いこと、さらに 2005 年 8 月には船穂町と真備町を編入合
併したことを鑑みて、対象地域は、これら２町を含んだ新しい倉敷市とした。 
図－１  倉敷圏域の通勤流動 
 
注）数字は通勤者数、括弧内は常住地の常住就業者に対する割合 

















４．１  人口 
  対象の倉敷市は、1967 年（昭和 42 年）に水島地区と倉敷市、児島市、玉島市が合併、また
1971 年・72 年（昭和 46 年・47 年）と庄村・茶屋町を相次いで編入、さらに 2005 年（平成 17
年）8 月には真備町と船穗町を編入して現在に至っている。2005 年 10 月の国勢調査人口は、
469,377 人である。 
  1955 年の国勢調査では 273,522 人であったが、1960 年代後半から新産都市である水島地区の
発展によって、1970 年には 374,385 人と 15 年間で約 37%の増加をみた。図－２と図－３は地区













                         
2 ここでの数値は、現在の倉敷市のエリアを基準にしたものである。 






倉敷地区 水島地区 児島地区 玉島地区  6




４．２  就業者数     
  図－４は人口と常住就業者数を重ねて表したものである。これ見ると、倉敷市の人口は、1960
年代後半は急速に増加したが、1980 年以降はゆっくりとかつ単調に増加している。これに対し
て常住就業者は、1995 年をピークとしてそこから 2005 年までの 10 年間で僅かながらの減少傾
向を示している。産業分類から言えば、製造業と建設業の減少がその主たる要因となっている。




図－４  常住就業者と人口の推移 
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製造業 建設業 その他 人口  7
 
人口が微増であるのに対して常住就業者が減っていることは、失業者が増加している可能性を
意味する。図－５では、倉敷市を挟んで同程度の人口規模の都市に関して、1995 年と 2005 年の
完全失業率の変化を示したものである。この間は全国的に景気低迷期であったこともあり、対象




図－５  完全失業率 
 
     出 所）「国勢調査」総務省より作成 
４．３  所得、税収 
図－６  課税者対象所得額の比較 
 









































































いて人口規模が 30 万人以上 70 万人未満の都市を対象として、図－６では納税義務者当たりの所
得額（いわゆる課税者対象の個人所得額）を比較している。これを見ると、西宮市が群を抜いて
いるが、それ以外の 15 都市にはそれほど大きな異なりはない。倉敷市は 3,119 千円／人と岡山






図－７  人口当たりの地方税収の推移：倉敷市 
 




























































































                         
3 後者の例としては、観光産業がその典型である。 
4 2003 年では、具体的に、三菱自動車工場水島製作所が 4,861 人、川崎製鉄水島が 3,689 人、三菱化学が 1,138




表－１  産業別の従業者数に関する構成比 




  倉敷市  全  国  倉敷市  全  国 
農  業  0.1 % 0.3 % 2.6 % 4.4 % 
建設業  8.0 % 7.1 % 10.5 % 8.8 % 
製造業 
  衣服産業 
  鉄鋼業 









23.3 % 17.3 % 
運輸業  6.5 % 5.0 % 6.5 % 5.1 % 
卸売業  4.8 % 6.6 %
16.7 %
 
7.9 %  小売業  15.4 % 14.6 %
金融保険業  1.9 % 2.4 % 1.9 % 2.5 % 
不動産業  1.2 % 1.7 % 0.8 % 1.4 % 
飲食店、宿泊業  7.2 % 8.3 % 4.3 % 5.2 % 
医療、福祉  11.0 % 9.5 % 10.5 % 8.7 % 
教育、学習支援  4.7 % 5.0 % 4.3 % 4.4 % 
他サービス業  13.7 % 16.0 % 13.0 % 15.4 % 
公務  1.8 % 3.2 % 2.1 % 3.4 % 
     出 所）「企業・事業所統計」は 2006 年、「国勢調査」は 2005 年からそれぞれ作成。 


















                         
5 これに関する説明は、Nakamura and Morrison Paul (2009, forthcoming)に詳しい。   11
図－８  輸移出割合と輸移入割合の関係 
 
    出所）「倉敷市の産業連関表」より作成 
 









































































表－２  事業所・企業統計(2006 年)による特化係数 
大分類  中分類  特化係数  特化係数比較 
大分類  中分類  事業所数  従業者数  従業者 
事業所 
製造業  石油製品  1.65  8.24  4.99 
  鉄鋼業  1.91  5.89  3.08 
  衣服製品  4.42  4.73  1.07 
  ゴム製品  1.41  3.34  2.37 
  繊維工業  2.22  3.02  1.36 
  化学工業  1.67  2.65  1.59 
  輸送用機械  2.23  2.60  1.17 
サービス業  機械等修理業  1.28  2.11  1.65 
運輸業  運輸付帯サービス  1.69  1.89  1.12 
  廃棄物処理業  1.41  1.82  1.29 
建設業  設備工事業  1.43  1.72  1.29 
運輸業  道路貨物運送業  1.28  1.67  1.20 
電気ガス水道業  電気業  1.16  1.60  1.30 
金融・保険業  協同組織金融業  1.33  1.36  1.03 
医療、福祉  医療業  1.04  1.36  1.30 
製造業  家具・装備品製造業  0.65  1.33  2.05 
小売業  自動車小売業  1.46  1.32  0.88 

















   13
図－９  粗付加価値額の構成比 
 
  注）ここでの付加価値額は間接税の部分を除いている。 
  出所）「倉敷市の産業連関表」より作成 
５．４  工業中分類での識別 











  外貨を獲得している意味からは石油製品・鉄鋼業・化学工業・輸送機械で 87.5%、それに地盤
産業でもある衣服製造業を加えると 90%となり、複数の移出産業があるとはいえ、かなり重工業
に偏重した構成になっている。これに対して、地域に所得を生み出す製造業の業種としては、鉄
























































































































































2002 年（と 2003 年）から最近の 2006 年の間とする。地域の付加価値成長率の程度は、対応す
る産業の全国成長率との比較で見るものとする。表－３は、工業統計表（市町村編）を用いて、





















































2002 年  2006 年  2002～06 年  2003～06 年 
倉敷市  倉敷市  倉敷市  全国  倉敷市  全国 
製造業全体      8.03  1.63  12.58  2.18 
食料品製造業  0.25  0.19  -0.53  -0.74  5.44  -0.66 
飲料・たばこ・飼料  0.30  0.17  -10.54  -3.17  -10.79  -1.92 
繊維工業  1.51  2.03  9.26  -4.47  -0.70  -4.53 
衣服製品  4.90  4.23  -4.41  -7.13  -3.10  -6.89 
木材・木製品  0.13  0.08  -10.47  -3.26  -18.48  -3.21 
家具・装備品  0.16  0.13  -0.48  -1.94  7.92  -2.29 
パルプ・紙・紙加工  0.10  0.10  4.40  -2.09  4.96  -2.27 
印刷・同関連業  0.11  0.09  -1.34  -2.26  0.12  -2.04 
化学工業  1.91  1.11  -7.85  -0.76  -6.51  -1.33 
石油製品・石炭製品  14.61  3.57  -41.53  -12.66 -18.36  -7.45 
プラスチック製品  0.15  0.30  27.10  2.70  31.22  2.14 
ゴム製品  0.97  0.92  5.62  0.57  5.52  1.61 
なめし革・皮革製品  0.09  -  -  -4.99  -  -4.17 
窯業・土石製品  0.57  0.46  0.56  -0.20  0.76  0.54 
鉄鋼業  5.69  6.01  16.86  9.11  14.45  9.39 
非鉄金属  0.04  0.14  48.81  11.54  66.50  14.65 
金属製品  0.16  0.20  11.63  -0.95  10.87  0.06 
一般機械器具製造業  0.20  0.19  10.37  4.90  15.58  6.10 
電気機械器具製造業  0.11  0.10  3.37  0.42  6.73  1.31 
情報通信機械器具製造業  0.06  0.04  -4.09  2.87  -14.85  2.90 
電子部品・デバイス  0.04  0.02  -8.76  4.37  -7.80  2.46 
輸送用機械器具製造業  1.31  2.25  23.69  3.66  30.84  4.92 
精密機械器具製造業  0.69  -  -  2.96  -  4.45 
その他の製造業  0.10  0.09  3.49  -0.98  -1.93  1.84 
出所）「工業統計表 市町村編」（経済産業省）より作成。 























































図－１３  資本装備率と労働生産性の関係：衣服製造業 
 


























ε =+ + = 
となり、誤差項について、 









































−= − + + =  
となり、労働生産性の効率性に関する地域間格差には、事業所数で測った集積の経済効果が一定
程度貢献していることが示されている。 
















図－１４  製造業における成長率の平均と標準偏差 
 
    出所）「工業統計表：市町村編」の各年版より作成 



































７．１  調査結果から 
（１）倉敷市経済の全体フロー 
今回、推計をおこなった倉敷市産業連関表によると、2005 年の市内生産額は 6 兆 5541 億円で、
岡山県全体の 40.0％を占めている（図－１４）。市内生産額のうち、生産活動をおこなうため
に使用した原材料等の額（中間投入額）は 34,005 億円（市内生産額の 51.9％）、経済活動の成
果である粗付加価値額は 3 兆 1536 億円（市内生産額の 48.1％）と推計されている。粗付加価値
率（粗付加価値額/市内生産額）については 48.1%と全国（53.9%）より低くなっている。
8 
域際収支については、移輸入総額が 30,351 億円、移輸出総額が 41,741 億円で、全体で
11,390 億円の移輸出超過となっている。 
 
図－１４  倉敷市の投入・産出構造 
      総需要 
   ９５，８９３億円 
      市内生産額  移輸入 
     ６５，５４１億円  ３０，３５１億円 
      中間需要  最終需要 


















































































                         
8 全国の粗付加価値率については、平成 17 年簡易延長産業連関表（経済産業省）の国内生産額と粗付加価値額を
用いて推計している。   21

















































る。供給サイドから見ると、2005 年の１年間における倉敷市の財・サービスの総供給額は 9 兆
5893 億円で、そのうち市内生産額が 6 兆 5541 億円（68.3％）、移輸入額が 3 兆 351 億円
（31.7％）となっている。また、中間投入額は 3 兆 4005 億円（中間投入率 51.9％）、粗付加価
値額は 3 兆 1536 億円（粗付加価値率 48.1％）となっている。 
一方、需要サイドから見ると、財・サービスの総需要額 9 兆 5893 億円のうち、3 兆 4005 億円
（32.6％）が生産活動に投入（中間需要）され、残りの 6 兆 1887 億円（64.6％）は、消費（1






市内生産額と粗付加価値額を比較すると、市内生産額では上位 3 つで 51.7％を占めているの
に対して、粗付加価値額では上位 3 つの占める割合が 10 ポイント近く下がり 42.3％となってい








   22
図－１６  産業連関表でみた倉敷市の生産構造 




























































































































































































①  繊維工業製品製造業 
繊維工業製品製造業についてみると、市内生産額 356.2 億円に対して、中間投入額は 186.0

















  繊維工業：45.1% 
  有機化学：25.4% 














  有機化学：19.5% 
  運輸：12.6% 


















②  衣服・その他の繊維既製品製造業 
衣服・その他の繊維既製品製造業についてみると、市内生産額 946.0 億に対して、中間




いては、雇用者所得（387.5 億円）、営業余剰（98.9 億円）、間接税（19.8 億円）等に分
配されており、労働分配率は 72.7％となっている。生産された財・サービスについては、













  繊維工業：59.7% 
  その他製造業：10.4%














  繊維工業：26.4% 
  運輸：12.6% 

















③  有機化学製造業 
有機化学製造業についてみると、市内生産額 5838.7 億に対して、中間投入額は 4253.8
億円（中間投入率 72.9％）、粗付加価値額は 1584.9 億円（粗付加価値率 27.1％）となっ
ている。 
中間投入額についてみると、域外比率が 66.1％（2812.7 億円）、域内比率が 33.9％
（1441.1 億円）となっている。また、自部門から自部門への投入割合が高く、域外で
61.9％、域内で 41.7％となっている。付加価値額については、雇用者所得（579.5 億円）、















  有機化学：61.9% 
  石油・石炭：19.8% 














  有機化学：41.7% 
  石油・石炭：30.3% 

















一般政府へ   26
④  石油・石炭製品製造業 
石油・石炭製品製造業についてみると、市内生産額 10372.7 億に対して、中間投入額は




















  鉱業：94.3% 














  石油・石炭：31.7% 
  運輸：28.2% 

















一般政府へ   27
⑤  鉄鋼製造業 
鉄鋼製造業についてみると、市内生産額 16094.3 億に対して、中間投入額は 10871.5 億



















  鉄鋼：38.4% 
  鉱業：18.7% 














  鉄鋼：82.8% 
















一般政府へ   28
⑥  自動車製造業 
自動車製造業についてみると、市内生産額 7403.6 億に対して、中間投入額は 4676.8 億
円（中間投入率 63.2％）、粗付加価値額は 2726.8 億円（粗付加価値率 36.8％）となって
いる。 
中間投入額についてみると、域外比率が 67.1％（3139.6 億円）、域内比率が 32.9％
（1537.2 億円）となっている。また、自部門から自部門への投入割合が高く、域外で
71.5％、域内で 68.5％となっている。付加価値額については、雇用者所得（1186.6 億円）、













 自 動 車 ： 68.5% 
  電気機械：9.3% 
  その他製造業：5.8% 













 自 動 車 ： 71.5% 
  教育・研究：6.9% 
















一般政府へ   29
⑦  飲食・宿泊業 
飲食・宿泊業についてみると、市内生産額 830.3 億に対して、中間投入額は 319.9 億円
（中間投入率 38.5％）、粗付加価値額は 510.4 億円（粗付加価値率 61.5％）となっている。 
中間投入額についてみると、域外比率が 72.5％（232.0 億円）、域内比率が 27.5％
（87.9 億円）となっている。付加価値額については、雇用者所得（333.8 億円）、営業余
剰（74.5 億円）、間接税（26.7 億円）等に分配されており、労働分配率は 65.4％となって
いる。一方、生産された財・サービスは、移輸出（481.3 億円）、並びに市内最終需要









   
この内訳は、 
 食 料 品 ： 50.3% 
  商業：16.7% 














  商業：18.2% 
  水道・廃棄物：14.1% 
  運輸：11.0% 
  金融：8.9% 







































                         









































































































































































































































                         

















































































































































































































































































































































































































































































































d A I 型を比較する。
1 ) (








− − A I 型では、電力・ガス・熱供給
を除き、上位 15 位までは全て製造業であり、中でも加工組立型、素材型の製造業で波及が大き
くなっている。中間投入率が高い産業で波及が大きくなっており、倉敷市の主要産業である有機




d A I 型で生産波及の大きさをみると、上位部門の生産波及の規模はいずれも
1 ) (
− − A I 型を下回っているが、これは、移輸入を通じた市外への生産波及により、域内への波
及が減少するためである。個別にみると、鉄鋼、無機化学が
1 ) (





− − A I 型では不動産、教育・研究、金融・保険が下位 3 位を占めているが、
1 ) (
− −






d A I 型／
1 ) (
− − A I 型）でみることができる。一方、
1 ) (
− −





− − A I 型と
1 ) (
− −
d A I 型の差が大きく、域内への波及が小さくなって
いる。一方、不動産、教育・研究、金融・保険では、
1 ) (
− − A I ）と
1 ) (
− −
d A I の差が小さいため、
域内波及率が高くなっている。これらは、中間投入、中間需要が伴に少ない部門となっており、
中間投入における域外割合も低くなっている。   33
 
 
表－４  生産波及効果：効果の昇順 
順位  産業部門 
1 ) (




1  有機化学  2.747  鉄鋼  1.698 
2  鉄鋼  2.658  鉱業  1.454 
3  非鉄金属  2.561  無機化学  1.327 
4  その他輸送機械  2.451  有機化学  1.291 
5  自動車  2.448  分類不明  1.286 
6  食料品  2.446  その他輸送機械  1.275 
7  鉱業  2.388  金属製品  1.271 
8  無機化学  2.345  運輸  1.268 
9  電力・ガス・熱供給  2.213  自動車  1.262 
10  石油・石炭製品  2.122  事務用品  1.230 
11  電気機械  2.122  農林水産業  1.213 
12  その他の製造工業製品  2.108  電力・ガス・熱供給  1.193 
13  繊維工業製品  2.097  通信・放送  1.173 
14  金属製品  1.941  食料品  1.167 
15  パルプ・紙・木製品  1.863  建設  1.162 
16  衣服・その他の繊維既製品  1.857  繊維工業製品  1.155 
17  窯業・土石製品  1.825  その他の製造工業製品  1.154 
18  建設  1.800  電気機械  1.154 
19  一般機械  1.773  パルプ・紙・木製品  1.150 
20  運輸  1.759  窯業・土石製品  1.148 
21  医療・保健  1.756  医療・保健  1.144 
22  飲食・宿泊  1.739  衣服・その他の繊維既製品  1.131 
23  農林水産業  1.721  水道・廃棄物処理  1.129 
24  分類不明  1.634  商業  1.125 
25  対事業所サービス  1.559  飲食・宿泊  1.122 
26  その他の公共サービス  1.446  対事業所サービス  1.122 
27  通信・放送  1.438  公務  1.118 
28  公務  1.399  娯楽・その他の対個人サービス  1.117 
29  水道・廃棄物処理  1.395  その他の公共サービス  1.117 
30  娯楽・その他の対個人サービス  1.375  金融・保険  1.101 
31  商業  1.365  一般機械  1.080 
32  介護・社会保障  1.361  介護・社会保障  1.076 
33  精密機械  1.315  教育・研究  1.070 
34  金融・保険  1.292  非鉄金属  1.068 
35  教育・研究  1.243  精密機械  1.053 
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表－５  生産波及効果：効果の比較 
 
1 ) (




③＝②／①  ④＝①－③ 
①  ② 
農林水産業  1.721 1.213 0.705 1.016 
鉱業  2.388 1.454 0.609 1.779 
食料品  2.446 1.167 0.477 1.969 
繊維工業製品  2.097 1.155 0.551 1.546 
衣服・その他の繊維既製品  1.857 1.131 0.609 1.248 
パルプ・紙・木製品  1.863 1.150 0.617 1.246 
無機化学  2.345 1.327 0.566 1.779 
有機化学  2.747 1.291 0.470 2.277 
石油・石炭製品  2.122 1.027 0.484 1.638 
窯業・土石製品  1.825 1.148 0.629 1.196 
鉄鋼  2.658 1.698 0.639 2.019 
非鉄金属  2.561 1.068 0.417 2.144 
金属製品  1.941 1.271 0.655 1.286 
一般機械  1.773 1.080 0.609 1.164 
電気機械  2.122 1.154 0.544 1.578 
自動車  2.448 1.262 0.516 1.932 
その他輸送機械  2.451 1.275 0.520 1.931 
精密機械  1.315 1.053 0.801 0.514 
その他の製造工業製品  2.108 1.154 0.548 1.560 
建設 1.8  1.162  0.646  1.154 
電力・ガス・熱供給  2.213 1.193 0.539 1.674 
水道・廃棄物処理  1.395 1.129 0.809 0.586 
商業  1.365 1.125 0.824 0.541 
金融・保険  1.292 1.101 0.852 0.440 
不動産  1.104 1.048 0.950 0.154 
運輸  1.759 1.268 0.721 1.038 
通信・放送  1.438 1.173 0.816 0.622 
公務  1.399 1.118 0.799 0.600 
教育・研究  1.243 1.070 0.861 0.382 
医療・保健  1.756 1.144 0.651 1.105 
介護・社会保障  1.361 1.076 0.791 0.570 
その他の公共サービス  1.446 1.117 0.772 0.674 
対事業所サービス  1.559 1.122 0.720 0.839 
娯楽・その他の対個人サービス  1.375 1.117 0.813 0.562 
飲食・宿泊  1.739 1.122 0.645 1.094 
事務用品  2.717 1.230 0.453 2.264 
分類不明  1.634 1.286 0.787 0.847 
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８．分析の視点Ⅵ：地域経済の循環構造分析 




























































































































































































図－２５  影響力係数と感応度係数 
 
 

























































  ij x は第ｉ産業から第ｊ産業への販売額であるが、ここで / ij ij
i




























  各産業の生産が 1 単位増加した場合、当該産業に与える産出効果である。 
ここでの算出方法は、以下の手順をとった。 
  ij x は第ｊ産業の第ｉ産業からの購入額であるが、ここで / ij ij
j







































前方連関効果 後方連関効果  40
９．政策シミュレーション 






























                         
11 http://www.optic.or.jp/youchi/seido/seido_kojyo.html 
12 http://www.city.kurashiki.okayama.jp/shoukou/sien01/sien-page1.html 
13 工業統計調査（2005 年）の倉敷市における製造業従業者 1 人当たり製造品出荷額等は 9,584 万円となっており、
補助対象となる従業員 100 人ベースで見ると、9,584 百万円となる。 
14 2005 年の中国地域工場立地動向調査によると、1 件あたり予定設備投資額は 759 百万円、1 件あたり予定従業
者数は 35 人となっている。また、1 件あたりの工場敷地面積は 1.07ha となっている。 
15 新規に土地（敷地面積 1.07ha）を取得し工場を建設した場合、土地取得費は約 2 億円となるが、この 20％を
補助すると県の負担は 4,000 万円となる。 




















合  計 
粗付加価値額 
金属製品  12,674 百万円 6,784 百万円 
その他輸送機械  12,214 百万円 4,492 百万円 
無機化学  11,694 百万円 4,584 百万円 
食料品  11,189 百万円 3,440 百万円 
有機化学  11,168 百万円 3,500 百万円 
一般機械  11,108 百万円 6,472 百万円 
その他の製造工業製品  11,038 百万円 5,366 百万円 
窯業・土石製品  11,016 百万円 6,372 百万円 
電気機械  10,988 百万円 4,987 百万円 
繊維工業製品  10,930 百万円 5,311 百万円 
衣服・その他の繊維既製品  10,744 百万円 6,076 百万円 
パルプ・紙・木製品  10,733 百万円 5,799 百万円 
鉄鋼  10,354 百万円 3,550 百万円 
自動車  10,315 百万円 3,953 百万円 
非鉄金属  10,252 百万円 3,428 百万円 
精密機械  10,100 百万円 8,215 百万円 
石油・石炭製品  9,767 百万円 5,089 百万円 
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農林水産業  0  0  1  389   1 
鉱業  0  0  0  0   0 
食料品  0  0  0  9,584   0 
繊維工業製品  0  3  1  0   0 
衣服・その他の繊維既製品  2  2  3  3   0 
パルプ・紙・木製品  7  13  17  22   3 
無機化学  10  6  9,584  20   128 
有機化学  16  26  116  18   9,584 
石油・石炭製品  103  71  289  75   723 
窯業・土石製品  5  2  11  3   1 
鉄鋼  2,065  1,725  14  4   2 
非鉄金属  6  2  4  0   0 
金属製品  9,584  44  14  10   4 
一般機械  1  12  0  0   0 
電気機械  0  10  0  0   0 
自動車  2  4  4  2   2 
その他輸送機械  0  9,584  0  0   0 
精密機械  0  1  0  0   0 
その他の製造工業製品  21  35  68  37   11 
建設  53  23  74  16   41 
電力・ガス・熱供給  78  53  452  48   128 
水道・廃棄物処理  13  15  78  31   46 
商業  111  107  113  254   64 
金融・保険  70  117  106  67   63 
不動産  31  25  29  20   17 
運輸  189  119  236  312   120 
通信・放送  28  10  19  13   9 
公務  11  5  10  12   3 
教育・研究  37  62  163  24   102 
医療・保健  0  0  0  0   0 
介護・社会保障  0  0  0  0   0 
その他の公共サービス  5  3  5  4   3 
対事業所サービス  100  75  175  93   72 
娯楽・その他の対個人サービス  2  2  2  2   1 
飲食・宿泊  0  0  0  0   0 
事務用品  18  11  13  15   5 
分類不明  102  51  95  111   32 
合  計  12,674  12,214  11,694  11,189   11,168 
 




































                         
17 平成 17 年度倉敷市普通会計決算状況によると、普通建設事業費は 1,714,428 万円となっている。 
18 建設投資の場合、生産現場が域内であることから自給率を 100％としているが、建設部門分析用産業連関表を
みると域内ですべての需要をまかなえていない。このため、自給率を考慮した投資額（需要増加額）とすること





る。   44
 








農林水産業  2  6  12  
鉱業  0  0  0  
食料品  0  4  8  
繊維工業製品  1  1  1  
衣服・その他の繊維既製品  3  3  4  
パルプ・紙・木製品  60  5  12  
無機化学  2  7  2  
有機化学  11  348  58  
石油・石炭製品  112  79  39  
窯業・土石製品  51  1  2  
鉄鋼  258  2  2  
非鉄金属  1  0  0  
金属製品  94  1  1  
一般機械  2  0  0  
電気機械  3  0  0  
自動車  6  4  2  
その他輸送機械  0  0  0  
精密機械  0  2  1  
その他の製造工業製品  25  15  17  
建設  10,017  37  54  
電力・ガス・熱供給  18  60  54  
水道・廃棄物処理  16  85  65  
商業  147  149  86  
金融・保険  66  81  47  
不動産  29  47  13  
運輸  343  121  75  
通信・放送  47  29  39  
公務  4  3  1  
教育・研究  13  6  2  
医療・保健  0  10,000  12  
介護・社会保障  0  0  10,000  
その他の公共サービス  4  9  1  
対事業所サービス  243  191  104  
娯楽・その他の対個人サービス  3  84  49  
飲食・宿泊  0  0  0  
事務用品  6  27  35  
分類不明  36  26  11  
合  計  11,624  11,433  10,811  
粗付加価値額  6,596 7,113  8,572  
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表－９  「構造変化ケース」推計の前提条件、推計方法 








・  投入係数は、2005年時と同一と仮定する。 


















表－１０  対事業所サービスの自給率向上の経済効果 
（各産業部門における域内比率10ポイント改善） 
















需要  中間需要額  114,734  115,225  491   0.43 
最終需要  62,947  62,948  1   0.00 
移輸出額  52,432  52,432  0   0.00 
移輸入額  94,118  83,123  -10,994   -11.68 
投入  中間投入額  41,451  44,953  3,501   8.45 
粗付加価値額 94,543  102,529  7,985   8.45 
市内生産額  135,995  147,481  11,487   8.45 
その他産業  需要  中間需要額  3,285,782  3,289,128  3,346   0.10 
最終需要  1,936,566  1,952,147  15,582   0.80 
移輸出額  4,121,630  4,121,630  0   0.00 
移輸入額  2,941,007  2,943,983  2,976   0.10 
投入  中間投入額  3,359,064  3,359,400  337   0.01 
粗付加価値額 3,059,078  3,059,522  444   0.01 
市内生産額  6,418,142  6,418,922  780   0.01 
産業計  需要  中間需要額  3,400,515  3,404,353  3,838   0.11 
最終需要  1,999,512  2,015,095  15,582   0.78 
移輸出額  4,174,062  4,174,062  0   0.00 
移輸入額  3,035,125  3,027,106  -8,019   -0.26 
投入  中間投入額  3,400,515  3,404,353  3,838   0.11 
粗付加価値額 3,153,621  3,162,050  8,429   0.27 




















表－１１  「構造変化ケース」推計の前提条件、推計方法 






・  投入係数は、2005年時と同一と仮定する。 






表－１２  商業の域内比率向上の経済効果 
（「商業」の民間消費支出の域内比率が10ポイント改善） 














商業  需要  中間需要額  125,216 125,447 231  0.18 
最終需要  242,464 242,507 43  0.02 
移輸出額  115,681 115,681 0  0.00 
移輸入額  260,330 244,418 -15,912  -6.11 
投入  中間投入額  50,107 53,744 3,636  7.26 
粗付加価値額  172,924 185,473 12,549  7.26 
市内生産額  223,031 239,217 16,186  7.26 
その他産業  需要  中間需要額  3,275,299 3,279,252 3,953  0.12 
最終需要  1,757,048 1,772,612 15,563  0.89 
移輸出額  4,058,381 4,058,381 0  0.00 
移輸入額  2,774,795 2,777,536 2,742  0.10 
投入  中間投入額  3,350,408 3,350,955 548  0.02 
粗付加価値額  2,980,697 2,981,753 1,056  0.04 
市内生産額  6,331,105 6,332,708 1,603  0.03 
産業計  需要  中間需要額  3,400,515 3,404,699 4,184  0.12 
最終需要  1,999,512 2,015,119 15,607  0.78 
移輸出額  4,174,062 4,174,062 0  0.00 
移輸入額  3,035,125 3,021,955 -13,170  -0.43 
投入  中間投入額  3,400,515 3,404,699 4,184  0.12 
粗付加価値額  3,153,621 3,167,226 13,605  0.43 





















農林水産業  0.1 0.1 0 
鉱業  000  
食料品  000  
繊維工業製品  0.2 0.2 0 
衣服・その他の繊維既製品  1.1 1.2 0.1 
パルプ・紙・木製品  2.5 2.8 0.3 
無機化学  0.5 0.5 0.1 
有機化学  5.4 6.1 0.7 
石油・石炭製品  12.8 14.6 1.8 
窯業・土石製品  1.2 1.4 0.2 
鉄鋼  4.9 5.6 0.7 
非鉄金属  000  
金属製品  1.6 1.8 0.2 
一般機械  4.9 5.5 0.7 
電気機械  3.8 4.3 0.5 
自動車  110.3 125.4 15.1 
その他輸送機械  0.2 0.2 0 
精密機械  0.1 0.1 0 
その他の製造工業製品  19.7 22.4 2.7 
建設  9.7 11 1.3 
電力・ガス・熱供給  9.6 10.9 1.3 
水道・廃棄物処理  6.1 7 0.8 
商業  49.4 56.2 6.8 
金融・保険  73 83 10 
不動産  19.1 21.7 2.6 
運輸  45.4 51.6 6.2 
通信・放送  42.5 48.1 5.6 
公務  1.8 2 0.2 
教育・研究  6.2 7 0.8 
医療・保健  000  
介護・社会保障  000  
その他の公共サービス  3.9 4.5 0.5 
対事業所サービス  4802.8 5463.5 660.7 
娯楽・その他の対個人サービス  5.8 6.6 0.8 
飲食・宿泊  000  
事務用品  12.3 14 1.7 
分類不明  16.9 19.2 2.3 
合  計  5273.6 5998.7 725.1 
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また、これに伴う波及効果は、「通常ケース」が 5.3 億円であるのに対し、「構造変化ケース」















                         
21 従業者 100 人当たりの製造品出荷額等は輸送用機械器具製造業で 8186 百万円、衣服・その他の繊維製品製造
業で 1820 百万円である。   50
 
表－１４  対事業所サービスへの移入係数変化による経済効果の比較 
   


















農林水産業  1.8   1.8  0.0  2.8  2.8   0.0 
鉱業  0.5   0.5  0.0  0.0  0.0   0.0 
食料品  0.0   0.0  0.0  1.1  1.1   0.0 
繊維工業製品  22.3   22.3  0.0  485.2  485.2   0.0 
衣服・その他の繊維既
製品 
14.1   14.1  0.0  18,200.0  18,200.0   0.0 
パルプ・紙・木製品  108.4   108.4  0.0  20.9  20.9   0.0 
無機化学  49.8   49.8  0.0  6.5  6.5   0.0 
有機化学  221.9   222.0  0.1  128.9  128.9   0.0 
石油・石炭製品  603.7   603.9  0.2  47.2  47.3   0.1 
窯業・土石製品  20.8   20.8  0.0  1.4  1.4   0.0 
鉄鋼  14,736.4   14,736.3  -0.1  5.9  6.0   0.0 
非鉄金属  16.6   16.6  0.0  0.0  0.0   0.0 
金属製品  380.0   380.0  0.0  8.7  8.7   0.0 
一般機械  104.5   104.6  0.1  0.3  0.3   0.0 
電気機械  84.5   84.5  0.0  0.2  0.2   0.0 
自動車  30.0   32.0  2.0  3.9  4.4   0.5 
その他輸送機械  81,860.0   81,860.0  0.0  0.1  0.1   0.0 
精密機械  5.8   5.8  0.0  0.0  0.0   0.0 
その他の製造工業製品  295.1   295.4  0.3  125.5  125.6   0.1 
建設  193.3   193.5  0.2  58.6  58.6   0.0 
電力・ガス・熱供給  452.7   452.8  0.1  37.5  37.5   0.0 
水道・廃棄物処理  124.1   124.2  0.1  16.3  16.3   0.0 
商業  912.7   913.4  0.7  229.7  229.9   0.2 
金融・保険  998.9   1,000.1  1.2  179.5  179.8   0.3 
不動産  212.5   212.9  0.3  65.4  65.5   0.1 
運輸  1,013.4   1,014.0  0.6  290.5  290.6   0.2 
通信・放送  82.8   83.1  0.4  58.5  58.4   -0.1 
公務  45.9   45.9  0.0  15.4  15.4   0.0 
教育・研究  529.4   529.4  0.1  35.0  35.0   0.0 
医療・保健  0.1   0.1  0.0  0.0  0.0   0.0 
介護・社会保障  0.0   0.0  0.0  0.0  0.0   0.0 
その他の公共サービス  25.6   25.7  0.1  8.9  8.9   0.0 
対事業所サービス  636.7   724.2  87.5  169.4  192.7   23.3 
娯楽・その他の対個人
サービス 
13.5   13.6  0.1  4.3  4.3   0.0 
飲食・宿泊  0.0   0.0  0.0  0.0  0.0   0.0 
事務用品  92.7   92.9  0.2  50.4  50.4   0.0 
分類不明  433.9   434.1  0.2  145.7  145.7   0.1 
合  計  104,324.4   104,418.9  94.4  20,403.7  20,428.7   25.0 
   51



























表－１５  「構造変化ケース」推計の前提条件、推計方法 
推計の前提条件  ・  地産地消の推進により、非競争移入型産業連関表（37部門）における農
林水産業部門の民間消費支出の域内比率が10ポイント改善した場合を想
定する。 
・  「農林水産業」の自給率向上は、移輸入額の減少によって実現される。 
・  民間消費支出、家計外消費支出、一般政府消費支出（社会資本等減耗
分）、を除き、各産業の最終需要額は変化しない。 
・  投入係数は、2005年時と同一と想定する。 











地域に資源がありながら移入していた状況を打破するためのものである。   52
 
表－１６  農林水産業の自給率向上の経済効果 
















需要  中間需要額  36,922 37,039  117    0.32 
最終需要  15,172 15,172  0    0.00 
移輸出額  9,303 9,303  0   0.00 
移輸入額  43,402 42,163  -1,239    -2.85 
投入  中間投入額  6,769 7,279  510   7.53 
粗付加価値額 11,226 12,072  846    7.53 
市内生産額  17,995 19,351  1,356    7.53 
その他産業  需要  中間需要額  3,363,593 3,364,039 446    0.01 
最終需要  1,999,512 1,999,520  8    0.00 
移輸出額  4,164,759 4,164,759  0    0.00 
移輸入額  2,991,723 2,992,048 325    0.01 
投入  中間投入額  3,393,746 3,393,798  52    0.00 
粗付加価値額 3,142,395 3,142,471  76    0.00 
市内生産額  6,536,141 6,536,269 128    0.00 
産業計  需要  中間需要額  3,400,515 3,401,078 384    0.11 
最終需要  2,014,684 2,014,692 1,558   0.78 
移輸出額  4,174,062 4,174,062  0    0.00 
移輸入額  3,035,125 3,034,211 -802    -0.26 
投入  中間投入額  3,400,515 3,401,078 384    0.11 
粗付加価値額 3,153,621 3,154,543 843    0.27 
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農林水産業  46.7  54.3  7.5  
鉱業  0.0  0.0  0.0  
食料品  55.2  55.2  0.0  
繊維工業製品  0.3  0.3  0.0  
衣服・その他の繊維既製品  3.8  3.8  0.0  
パルプ・紙・木製品  8.1  8.1  0.0  
無機化学  2.1  2.1  0.1  
有機化学  5.9  5.9  0.0  
石油・石炭製品  53.8  53.9  0.1  
窯業・土石製品  3.1  3.1  0.0  
鉄鋼  2.1  2.1  0.0  
非鉄金属  0.1  0.1  0.0  
金属製品  3.1  3.1  0.0  
一般機械  0.1  0.1  0.0  
電気機械  0.1  0.1  0.0  
自動車  1.8  1.8  0.0  
その他輸送機械  0.0  0.0  0.0  
精密機械  0.0  0.0  0.0  
その他の製造工業製品  9.9  9.9  0.0  
建設  23.0  23.1  0.0  
電力・ガス・熱供給  72.9  73.0  0.0  
水道・廃棄物処理  155.7  155.7  0.0  
商業  200.3  200.4  0.1  
金融・保険  111.6  111.8  0.1  
不動産  68.6  68.6  0.0  
運輸  139.8  140.0  0.2  
通信・放送  65.8  65.8  0.0  
公務  4.7  4.7  0.0  
教育・研究  3.2  3.2  0.0  
医療・保健  0.5  0.5  0.0  
介護・社会保障  0.0  0.0  0.0  
その他の公共サービス  6.5  6.5  0.0  
対事業所サービス  78.6  78.7  0.1  
娯楽・その他の対個人サービス  34.6  34.6  0.0  
飲食・宿泊  10000.0  10000.0  0.0  
事務用品  16.5  16.5  0.0  
分類不明  44.6  44.6  0.0  
合  計  11223.6  11235.0  11.4  
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